
















































解を示す｡ そして, わたくしの主張を ｢現代株
式会社における所有権の絶対性を否定するとこ
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なのである｣ (p. 60) と結論づける｡
稲村の主張で目を引くのは, 経営者を ｢機能





















下に, 『会社は株主のものである』 と 『会社は
｢会社それ自体｣ のものである』 という 2 つの
答えの間を揺れ動く｡ 一方では会社は株主のも
のであることを認めつつ, 他方では同時に会社












さらに稲村は, 株主の所有権を ｢総有｣ と見
る見方に対して, ｢そもそも総有は入会権や権
利能力なき社団に典型的に現れる共同所有形態｣







え方を求めることで, 株主における ｢総有｣ と


































いていないが, 古典的な入会権 (別項参照) の
帰属関係はこの性格を持ち, また, 判例は, い





























上谷 (2006) によれば, 入会団体について




う (p. 9)｡ 入会団体の実体は論者により, ｢入
会権者の集合｣ か ｢団体固有存在｣ かが学説と
して綱引きをしているのである｡ 上谷の分析に
登場する学説をわたくしなりに整理すれば, 川
島武宜は ｢入会権者の集合｣ であり, わたくし
の用語法でいう ｢集団｣ の概念に止まり, 中田








有存在性が確認しうる｣ (p. 9) という意見を
紹介している｡
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法人格をもつ団体固有性が未成立であり, 法人
所有 (団体有) という形式が取れないからであ
る｡ 法人格をもつ団体の場合には, 当然, 法人
所有が成立し所有関係が問題とならない｡ しか
し, 法人が構成員とは別に成立すると考えると,











に移行し, ｢団体有｣ が成立している｡ これに























































































































め 2005 年の商法改正による ｢会社法｣ をもち
だし, ｢法的・制度的根源をなす株主総会の必
要性と役割について, 何の変更も加えられなかっ



















の最新号 (2008. 9 月号) によれば, ｢データの
そろっている 2073 社の株主総会への来場株主
数｣ の比率は ｢超低水準横ばい｣ の 1.23％,
｢議決行使書面の返送数を加えて, ようやく 30
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置機関であった取締役会が任意機関になった｣
(p. 59) と稲村は言うが, これは誤解をまねく
表現である｡ 取締役会が任意機関となったのは,
























































は ｢株主の社団｣ でもないし, 信用の基礎とし







本質がある｣ (p. 55) というものである｡ では




｢一円会社｣ の容認であるが, 稲村は ｢ゼロ円
会社｣ (2006, P.120) と書いている｡ わたくし
自身も間違って口に出すこともあるのだが, 論
理を組み立てる学術論文ではもう少し慎重であっ





















度なのである｣ (p. 66) という理解を稲村は示






































とまったく同様である｡ 商法 156 条には, ｢有
限責任社員は会社の業務を執行し, または会社

















































































































株式会社の統治主体である｣ (p. 69) というの
が稲村の結論である｡ 要は, 株主や利害関係者
論 文











論の基本問題である｣ (p. 69) と稲村はいう｡
この文章に続いて, ｢企業統治は経営者行動の
監視・チェックの問題であるといわれるのはこ

























































































































































































せながら, 擬制としての ｢会社それ自体｣ とい
う存在すら否定している｡ つまり, 擬制説では










責任制度, 証券制度, および重役 (役員) 制度｣
を挙げる｡ そして, ｢以上は, 株式会社が法人
であることを特に考慮に入れなくとも見ておく
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の同一性｣ を主張し, ｢企業においては, 本来,
所有と経営と支配は一致しており, この一致に
おいて所有の絶対性が貫徹としている｣ (p.








はない｣ という (p. 58)｡ 支配権は ｢変化した
形において依然して保有している｣ として,
｢株主の自益権と共益権として知られる権利が
それである｣ という (p. 58)｡ そして経営者の
裁量権は, ｢株主の承認権, また最終的には経
営者の地位に対する株主の選任権によって制約




論｣ は ｢誤り｣ であり, それは, ｢根本的には
株主総会ないし議決権の役割の過小評価に起因























































たものである｡ すなわち, 稲村によれば, 経営
者は ｢資本家の一部 むしろその一大勢力
















































































































1 ｢亀毛兎角 (きもう・とかく)｣ ともいう｡ 広
辞苑には, ｢亀の毛や兎の角は実在しないことか
ら, 非実在をたとえたもの｡ 兎角亀毛, また単

































4 ｢会社法上, 大会社とは, 資本額 5億円以上ま
たは負債額が 200 億円以上の株式会社をいう｣
論 文
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(高橋, p. 41)
5 ｢『一部』 でも譲渡制限の定めをしていないの
であれば, 『公開』 会社となる｡ つまり, 全体の




判も多い｡ 確かに, 公開大会社についても, 株主
総会・取締役会以外は, 代表取締役, 執行役,




人｣ の組み合わせか, ｢株主総会, 取締役会, 三
委員会, 執行役, 会計監査人｣ の組み合わせで
ある｡ そして非公開中小会社の場合には, 株主総
会と取締役が必置機関であり, ｢その他の機関の

















8 稲村が ｢会社それ自体｣ のイメージを捉えき
れていないことは, ｢会社自身の代理人｣ と表現
していることから推測できる｡ この場合, ｢代理｣
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